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国立研究開発法人情報通信研究機構(NICT)について 2

1891（明治24）年 8 月 逓信省に電気試験所 設置
1940（昭和15）年 1 月 標準電波（JJY）発射業務を開始（千葉県検見川）
1952（昭和27）年 8 月 郵政省電波研究所の発足
1988（昭和63）年 4 月 郵政省通信総合研究所に名称変更
2001（平成13）年 4 月 独立行政法人通信総合研究所の発足
2004（平成16）年 4 月 旧通信総合研究所と旧通信・放送機構が統合

独立行政法人情報通信研究機構（NICT）として発足
2012（平成24）年 4 月 耐災害ICT研究センターの開設
2015（平成27）年 3 月 国立研究開発法人情報通信研究機構に名称変更
2021（令和 3 ）年 4 月 レジリエントICT研究センターに名称変更

国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）は、
情報通信分野を専門とする我が国唯一の公的研究機関です。

仙台駅
東北大学
片平キャンパス

東日本大震災の教訓を生かし、

東北大学との連携による被災地域に
おける災害に強い情報通信実現のた
めの産学官連携拠点として2012年
（平成24年）に設立されました。

レジリエントICT研究センターについて



レジリエントICT研究センター
宮城県仙台市（東北大学片平キャンパス）国内11施設、海外３施設

参考 NICTの主な施設の所在地 3



レジリエントICT研究センターのミッション 4

Webサイト

https://www.nict.go.jp/resil/committees/guidline.html


地域情報通信ネットワーク NerveNet（ナーブネット）
※ NerveNet（ナーブネット）は生物の神経システム「Nerve」とネットワーク「Net」に由来して命名
※ ナシュア・ソリューションズ株式会社（https://www.nassua.co.jp/）へライセンス契約
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 メッシュ状に配置した各基地局が、通信、データ、制御、電源を自律分散し、経路迂回等の高い耐障害性
を有します。

 複数の通信用途で活用できるため、フェーズフリー（平常時も災害時も様々な用途で活用可能）な費用対
効果の高い耐災害インフラとして整備することができます。

 有線や無線の通信機器や事業者通信サービスでネットワークを構成できる高い柔軟性があります。

警戒警報

津波監視

災害時コミュニケーション

防犯カメラ・見守りカメ
ラ

NerveNet基地局 河川水位警報

網目状のネットワーク
(メッシュネットワーク)

衛星通信回線

公衆通信網
（キャリア回線）

観光

鳥獣被害監視

ワーケーション

農業（スマート農業）

地域情報配信

自治体業務



6NerveNet ネットワーク構成と機能

情報通信•制御 電源

インターネット 情報

OS
(ソフトウェア）

汎用PC

ナーブネット基地局

スマートフォン、パソコン

ユーザ装置の接続
72時間の稼働確保

商用電源

太陽光パネル

蓄電池

設置箇所ごとに
必要に応じて整備

 全箇所 同一の構成
 全箇所に「通信」「情報」「制御」「電源」
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NerveNet 通信内容と機器構成の例 7

ネットワークスライシング インターネット接続の有無

衛星通信

衛星・無線・有線の柔軟な構成



和歌山県白浜町の導入事例①

和歌山県白浜町ホームページから抜粋 https://www.town.shirahama.wakayama.jp/soshiki/somu/jyouhousuishin/nervenet/3211.html
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白良浜(しららはま)

白浜町の位置
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和歌山県白浜町の導入事例②

紹介動画
デジタルで未来の土台をつくる
～和歌山県・白浜町～

紹介記事
総務省地域社会DXナビ

令和４年度 15局運用開始（内閣府 デジタル田園都市国家構想推進交付金）
令和５年度 ５局運用開始（総務省 地域デジタル基盤活用推進事業）
令和６年度 13局運用開始（総務省 地域デジタル基盤活用推進事業）
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https://youtu.be/l5v7DY0qiXI
https://dx-navi.soumu.go.jp/support_r6/digital_kiban/article/006


しららはまライブカメラ

防災・観光・ワーケーション・経済振興

和歌山県白浜町の導入事例③

平常時は行政系ネットワーク用途に加えて、
町民・観光客向けのフリーWi-Fi「Shirahama-Beach-Wi-Fi」として観光、
経済振興にも活用
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https://www.youtube.com/watch?v=hrfezTwcN4cf


宮崎県延岡市の導入事例①

静止衛星通信アンテナ

基地局ユニット

他の基地局と接続するため
のWi-Fi (W56) アンテナ

市役所内のWi-Fiアクセスポイントへ
延岡市内基地局配置

令和５年度 20局運用開始（内閣府 デジタル田園都市国家構想推進交付金）
令和６年度 13局運用開始（総務省 緊急防災・減災事業債）
令和７年度 19局追加整備予定（総務省 緊急防災・減災事業債）

紹介動画
DXで南海トラフに立ち向かう

NerveNet基地局の設置例
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https://youtu.be/FgaSP9svZPs


防災・観光・経済振興

宮崎県延岡市の導入事例②

平常時は出張客や旅行者の方々にアンケート結果等に応じて観光情
報など延岡市の魅力を伝えるプッシュ型の情報発信を行い、市内で
の消費喚起に
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その他の導入事例

©Google map

観光、健康管理北海道更別村

概念図

©更別村

ネパール
Learning Management System

©Google map

eラーニングの画面

ネットワーク構成

スリランカ

河川水位センサ

©Google map

ネットワーク構成

教室

ヘルスケア、教育、行政

防災、弱者見守り、紅茶品質向上

紅茶工場内センサ

令和５年度 3局運用開始
（内閣府 デジタル田園都市国家構想推進交付金）

令和７年度 7局追加整備予定
         （総務省地域社会DX推進パッケージ事業（補助事業））

LoRaWAN

Wi-Fi
光ファイバ
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 2011年の東日本大震災で発生した情報通信ネットワークの被害や障害、経験を踏まえて、自治体職員等の
方々に情報通信ネットワーク・サービスの導入の参考としていただくために、2014年6月策定、公表したものです。

 その後の大規模災害の発生や、耐災害性が強化されたICTの急速な進歩、新たなサービス等の開発動向を踏ま
え、2度の改訂を実施。最新版として、2024年11月に昨今のDX化やクラウド化の動向も含めた内容に更新して
公表しています。

 大規模災害で直面したことや災害リスクとしてどのようなことが考えられるかの振り返り、これから導入可能な耐災害
ICTサービスや活用可能な支援措置などがトータルでご覧いただけます。

掲載先はこちら → NICTレジリエントICT研究センターホームページ 総務省ホームページ

災害に強い情報通信ネットワーク導入ガイドブック

掲載内容

 大規模災害等の教訓とリスク
 自治体を取り巻く環境の変化と新たな課題

 危機管理の重要性
 災害（防災）情報システム
 行政情報システム
 導入実装可能な耐災害ICTのご紹介
 自治体が活用可能な支援措置等
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https://www.nict.go.jp/resil/committees/guidline.html
https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictR-D/saigai/index.html
https://www.nict.go.jp/resil/committees/guidline.html


NerveNet(ナーブネット) まとめ

１ 通信の途絶や障害に強い
⇒ メッシュ状に配置した通信の拠点（ハブ）となる基地局同士が、相互に回線の状況を把握。

通信の途絶や障害に対して最適な迂回路を選択し通信を確保

２ 機能停止に陥りずらい
⇒ 各拠点(基地局)毎に「通信」と「情報処理」と「制御」を自律分散で行うため、回線のネッ
トワークの部分的孤立や基地局単体でも地域内でアプリケーションや通信の自律した運用が可能

３ 品質制御が可能
⇒ ネットワークの通信帯域を分割確保した設定が可能

４ 柔軟性が高い
⇒ IPに対応する通信機器であれば有線・無線 問わずLAN、光、Wi-Fi、商用のブロードバンド

回線や衛星回線など多種様な回線を組み合わせた制御が可能

① インターネットやクラウドに複数の拠点から様々な接続が可能
② 市販品による構成が可能（入手・交換が容易）
③ 低消費電力な機材による構成も可能

フェーズフリー(平常時から利用可能)のネットワークです
整備したインフラ（回線や情報基盤）を複数の用途で活用できるため、
平常時から利用可能な費用対効果の高い耐災害インフラとして整備することが可能です
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